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人件費の状況（普通会計決算）

区 分
住 民 基 本 台 帳 人 口
(平成28年１月１日現在)

歳 出 額 ( A )   実 質 収 支 人 件 費 ( B )
人 件 費 率

(B/A)

平成27年度 139,986人 68,724,211千円 1,380,306千円 10,703,616千円 15.6％ 

※人件費には、特別職に支給される給料・報酬などを含みます

職員数 (A)

給　　　　与　　　　費
１ 人 当 た り
給 与 費 (B/A)区 分

給 料 職 員 手 当 期 末 ･ 勤 勉
手 当    計（B）

平成27年度 1,072人 4,430,066千円 781,522千円 1,653,346千円 6,864,934千円 6,404千円 

※職員手当には退職手当を含みません
※職員数は、平成27年４月１日現在の人数です
※給与費には再任用職員の給与費が含まれていますが、職員数には再任用職員は含まれていません

職員給与費の状況（普通会計決算）

区 分
市 職 員

水道局職員
一般行政職 技能労務職

人 数 857人 90人 85人

平均給料月額 337,896円 328,163円 328,082円

平 均 年 齢 44歳４月 50歳３月 40歳８月

職員の平均給料月額および平均年齢の状況

（平成28年４月１日現在）

区　　分 初任給
採用２年

経過日給料額

一
般
行
政
職

大学卒
市 職 員 187,300円 199,000円

水道局職員 187,300円 199,000円

高校卒
市 職 員 152,500円 162,600円

水道局職員 152,500円 162,600円

職員の初任給の状況

（平成28年４月１日現在）

区　　分
経験年数

10年
経験年数

15年
経験年数

20年

一 

般 

行 

政 

職 

大 学 卒
市 職 員 261,800円 298,500円 329,500円

水道局職員 261,800円 298,500円 329,500円

高 校 卒
市 職 員 222,700円 263,600円 300,300円

水道局職員 222,700円 263,600円 300,300円

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（平成28年４月１日現在）

給与条例に基づく級別職員数の状況　 

（平成28年４月１日現在）

市 職 員 一 般 行 政 職
水 道 局
職 員

８級
部長、監、事務局
の長

14人
（1.6％）

0人
（０％）

７級
担当部長、部次長、
参事、総合支所長、
事務局の長

17人
（2.0％）

2人
（2.4％）

６級 課長、主幹
76人

（8.9％）
4人

（4.7％）

５級 副課長、主査
87人

（10.2％）
6人

（7.0％）

４級 班長、主任
254人

（29.6％）
27人

（31.8％）

３級
主任主事、
主任技師

279人
（32.5％）

27人
（31.8％）

２級

特に高度の知識
や経験を必要と
する業務を行う
職務

82人
（9.6％）

9人
（10.6％）

１級
定型的な業務を
行う職務

48人
（5.6％）

10人
（11.7％）

計
857人

（100％）
85人

（100％）

市では行財政改革の一環として職員数・人件費などの削減に継続的に取り組んでいます。

市民の皆さんにご理解いただくため、市職員の給与などの状況についてお知らせします。

問職員課☎㉙5036、水道局総務課☎㉒3711

市職員の給与などの状況

※経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き
　続き勤務している採用後の年数をいいます
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支 給 総 額
職員１人当たり

の支給年額

市 職 員 322,786千円 260千円 

水道局職員 17,999千円 211千円 

○時間外勤務手当（平成27年度）

手当数 主　な　種　類

市 職 員 24 
危険技術等業務従事手当、
用地交渉業務従事手当など 

水道局職員 5 
現場手当、企業手当、待機
手当など 

○特殊勤務手当（平成27年度）

区　分 岩　　　国　　　市 国

期末手当
勤勉手当

(平成27年度
支給割合)

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

６月期
1.225月分

（0.65月分）
0.800月分

（0.375月分）
６月期

1.225月分
（0.65月分）

0.750月分
（0.35月分）

12月期
1.375月分

（0.80月分）
0.800月分

（0.375月分）
12月期

1.375月分
（0.80月分）

0.850月分
（0.40月分）

計
2.60月分

（1.45月分）
1.60月分

（0.75月分）
計

2.60月分
（1.45月分）

1.60月分
（0.75月分）

職制上の段階、職務の級などによる加算措置   
有

職制上の段階、職務の級などによる加算措置
　有

退職手当
(平成27年度

   支給率)

自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続20年 20.445月分 25.55625月分

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分

勤続35年 41.325月分 49.590月分 勤続35年 41.325月分 49.590月分

最高限度額 49.590月分 49.590月分 最高限度額 49.590月分 49.590月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（２～ 45％加算）

１人当たり平均支給額　19,108千円

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（２～ 45％加算）

※期末・勤勉手当の支給割合の (　) 内は、再任用職員に係る割合です
※退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です
※退職手当の支給率については、平成28年3月末現在の率です

職員手当の状況

（平成28年４月１日現在）

区分 岩　　国　　市 国
　

扶　

養　

手　

当　

１. 配偶者 13,000円 １. 配偶者 13,000円

２. 扶養親族（１人目 ) ２. 扶養親族（１人目）

 　配偶者有りの場合 6,500円 　 配偶者有りの場合 6,500円

 　配偶者無しの場合 11,000円 　 配偶者無しの場合 11,000円

３. 扶養親族（２人目以降 ) 6,500円 ３. 扶養親族（２人目以降） 6,500円

４. 満16歳年度初めから満22歳年度末まで ４. 満16歳年度初めから満22歳年度末まで

5,000円加算 5,000円加算

住　

居　

手　

当　

１. 持　家　 0円 １. 持　家　 0円

２. 借　家 ２. 借　家

（１) 家賃5,500円以下  3,900円 （１) 家賃23,000円以下　　　　  家賃－12,000円

（２) 家賃5,500円超13,500円以下

家賃－1,600円 （２) 家賃23,000円超55,000円未満

（３) 家賃13,500円超43,700円以下 （家賃－23,000円）/２+11,000円

( 家賃－13,500円）/２+11,900円 （３) 家賃55,000円以上  一律27,000円

（４) 家賃43,700円超  一律27,000円 

通
勤

　

  

手
当

１. 交通機関支給限度額 50,000円 １. 交通機関支給限度額 55,000円

２. 交通用具等（２㎞以上から) ２. 交通用具等（２㎞以上から） 

3,800円～ 42,600円 2,000円～ 31,600円
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事 由 降 任 休 職 免 職

心 身 の 故 障 17

欠 格 条 項

過 員

勤 務 実 績 不 良

職員の分限および懲戒処分の状況

（平成27年度）

○分限処分）

事 由 戒 告 減 給 停 職 免 職

法 令 違 反 2 1

職 務 違 反

非 行

○懲戒処分）

再任用の状況

 （平成28年４月１日現在）

職 種 人 数

一 般 行 政 職 82人

技 能 労 務 職 13人

区   　　分 職　　員　　数

部　門 平成26年 平成27年 平成28年

　

一　

般　

行　

政　

部　

門　

議 会 9 9 9

総 務 企 画 242
（３）

244
（２）

247
（３）

税 務 71
（△３）

70
（△１）

70

民 生 219
（２）

213
（△６）

201
（△12）

衛 生 146
（４）

147
（１）

147

労 働 1 1 1

農 林 水 産 70
（△５）

70 64
（△６）

商 工 29
（△３）

34
（５）

30
（△４）

土 木 178
（△５）

182
（４）

181
（△１）

小 計 965
（△７）

970
（５）

950
（△20）

 特別

 　行政

教 育 100
（△17）

102
（２）

98
（△４）

小 計 100
（△17）

102
（２）

98
（△４）

普 通 会 計 計 1,065
（△24）

1,072
（７）

1,048
（△24）

公
営
企
業
等
会
計
部
門

交 通 24
（△12）

0
（△24）

0

水 道 87 87 86
（△１）

下 水 道 18 18 18

病 院 69
（４）

72
（３）

70
（△２）

そ の 他 76
（△６）

76 80
（４）

小 計 274
（△14）

253
（△21）

254
（１）

合 計 1,339
（△38）

1,325
（△14）

1,302
（△23）

部門別職員数の状況

 （各年４月１日現在）

定年退職 応募認定 普通退職 その他退職

38人 7人 8人 5人

退職者の状況

（平成27年度）

給料月額 期末手当 勤勉手当

市　長 868,500円

　6月期
 12月期
　  計

1.225月分
1.375月分
2.60月分

6月期
 12月期
　  計

0.80月分
0.80月分
1.60月分

副市長 706,500円

教育長 616,500円

水道事業管理者 612,000円

報酬月額 期末手当 勤勉手当

議　長 540,000円
6月期

 12月期
　  計

1.475月分
1.675月分
3.150月分

副議長 470,000円

議　員 440,000円

特別職などの報酬などの状況（平成28年４月１日現在）

※(　) は、対前年増減数です
※職員数は一般職に属する職員数で、地方公務員の身
　分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時ま
　たは非常勤職員は除きます
※教育に教育長は含みません

※期末勤勉手当は、平成27年度の
　支給割合です
※市長、副市長、教育長、水道事
　業管理者については、「市長等
　の給与の特例に関する条例」に
　より、本来の額から10% に相
　当する額を減じた額で支給して
　います（減額後の額で記載）



基礎教養
課程

専門教養
課程 実 務 課 程 セ ミ ナ ー

パ ー ク そ の 他

172 165 2,084 73 148

2016.12.1515

市職員の給与などの状況

採 用 職 種 応 募 者 数 受 験 者 数 １次合格者数 ２次合格者数 最終合格者数 採用者数

上 級 事 務 89 (41) 70 (31) 34 (17) 23 (13) 14 (10) 11 (9)

上 級 土 木 3 (1) 3 (1) 2 (0) 2 (0) 1 (0) 1 (0)

上 級 建 築 3 (0) 3 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0)

上 級 機 械 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0)

上 級 電 気 5 (0) 5 (0) 2 (0) 1 (0) 1 (0) 1 (0)

上 級 化 学 11 (3) 10 (3) 4 (2) 2 (2) 1 (1) 1 (1)

中 級 土 木 4 (2) 2 (1) 1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

保 健 師 5 (4) 5 (4) 1 (1) 1 (1) 1 (1) 1 (1)

初 級 事 務 35 (22) 28 (18) 20 (11) 14 (9) 9 (8) 6 (6)

初 級 土 木 2 (1) 2 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

保 育 士 18 (16) 14 (12) 4 (4) 3 (3) 3 (3) 3 (3)

初 級 事 務
（身体障害者対象）

2 (0) 2 (0) 2 (0) 2 (0) 1 (0) 1 (0)

看 護 師・ 准 看 護 師 4 (3) 3 (2) 2 (2) 2 (2)

薬 剤 師 0 (0) 0 (0)

管 理 栄 養 士 4 (4) 4 (4) 2 (2) 1 (1)

職 務 経 験 5 (0) 5 (0) 2 (0) 2 (0) 2 (0) 2 (0)

※ (　) は、女性の内数です。最終合格者数には、補欠合格を含みます
※採用者数は、平成28年４月１日現在の人数です

職員採用試験の状況（平成27年度）

○営利企業等従事の状況

申請件数 許可件数

6 6

職員研修および勤務評定の状況（平成27年度）

○職員研修の状況）

職員の服務の状況（平成27年度）

○健康管理事業（平成27年度）

定期健康診断 その他の検診 安全衛生委員会

市 職 員 799人 620人 4回

水道局職員 21人 62人 12回

○公務災害補償（平成27年度）

公 務 災 害 通 勤 災 害

市 職 員 9件 0件

水道局職員 0件 0件

○職員共済事業（平成27年度）

互　助　会　名 会　　　費 公 費 負 担 額

市 職 員 岩国市職員互助会 給料の3/1000 804千円

水道局職員 岩国市水道局互助会 給料の2.5/1000 845千円

※会費と公費を財源として体育文化などの元気回復事業を、会費を主な財源として各種給付・助成事業を実施しています

職員の福祉の状況

○公平委員会の報告事項

①勤務条件に関する措置の要求の状況　　０件
②不利益処分に関する不服申立ての状況　０件

○勤務評定の実施状況

職員の執務について定期的に勤務成績の評定を
行うことにより、その評定の結果を昇給制度や
昇進制度などに活用するために、年１回（毎年
12月31日を基準）勤務評定を行っています

○職務専念義務免除の状況

研修や厚生に関する計画の実施に参加する場合など、条例に基づき職務に専念する義務を免除しています

○育児休業の状況 (平成28年４月１日現在）

～１年以内 １年超～２年以内 ２年超

17人 (17) 5人 (5) 0人 (0)

※(　) は、女性の内数です

○介護休暇の状況 (平成28年４月１日現在）

～１月以内 １月超～３月以内 ３月超

0人 0人 0人
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